
愛知県介護テクノロジー導入支援事業費補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１ 愛知県介護テクノロジー導入支援事業費補助金（以下「補助金」という。）は、予算の範囲内におい

て交付するものとし、その交付に関しては、愛知県補助金等交付規則（以下「規則」という。）に定め

るもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（交付の対象及び補助率） 

第２ この補助金は「令和６年度愛知県介護テクノロジー導入支援事業実施要綱」及び「令和６年度愛知

県ケアプランデータ連携による活用促進モデル地域づくり事業実施要綱」並びに「令和６年度愛知県

協働化・大規模化等による職場環境改善事業実施要綱」で規定する次の事業（以下「補助事業」とい

う。）を交付の対象とし、この実施に必要な経費のうち、補助金交付の対象として知事が認める経費

（以下「補助対象経費」という。）について補助金を交付する。 

（１） 介護テクノロジー導入支援事業 

（２）ケアプランデータ連携による活用促進モデル地域づくり事業 

（３）協働化・大規模化等による職場環境改善事業 

２ 交付の対象、補助対象経費及び補助率は、別表のとおりとする。 

 

（交付の算定方法） 

第３ 基準額及び補助対象経費は別表のとおりとし、次により算出された額を交付額とする。 

（１）別表の第１欄に掲げる事業の区分について、第３欄に定める区分ごとに基準額と第４欄に定める対

象経費の支出額とを比較して少ない方の額を選定する。 

  （２）（１）により選定された額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない

方の額を補助基本額とする。 

（３）（２）の補助基本額に別表の第６欄の補助率を乗じて得た額を交付額とする（算定された額に、

1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。）。 

２ 介護テクノロジー導入支援事業のＩＣＴ等の導入支援については、令和６年６月４日付け老発 0604 第１号厚

生労働省老健局長通知により、補助年度を超えた 1 事業所当たりの補助上限額が規定されているため、前項（３）

により算定された額に調整を行うことがある。調整方法は別に定めるところによる。 

 

（交付の条件） 

第４ この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１） 事業の内容の変更をする場合には、速やかに知事の承認を受けなければならない。 

（２） 事業を中止し、又は廃止する場合には、速やかに知事の承認を受けなければならない。 

（３） 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速やかに知事に 

報告してその指示を受けなければならない。 

（４） 事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価 30万円以上の機械、器具及びその他の財産に

ついては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第 14条第１項第２号の規定によ

り厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、知事の承認を受けないで、この補助金の交付の

目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。 

（５） 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部

を県に納付させることがある。 

（６） 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良な管理者の

注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならない。 

（７） 補助事業者は補助金の収支状況を記載した会計帳簿その他の書類を整備し、補助金の額の確定の

日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する会計年度の終了

後５年間保存しておかなければならない。ただし、事業により取得し、又は効用の増加した価格が

単価 30万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又

は補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第 14条第１項第２号の規定により厚生労

働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 

 

 



（事前協議） 

第５ 「介護テクノロジー導入支援事業」及び「協働化・大規模化等による職場環境改善事業」の補助事

業を実施しようとする介護事業所は、別紙様式１により愛知県福祉局高齢福祉課長に対して事前協議

を行うものとする。 

２ 前項に定める事前協議書の提出期限は、別に定める。 

３ 第１項の「介護テクノロジー導入支援事業」に係る事前協議は、１法人あたり２事業所までとし、提

出の際は優先順位を付すものとする。 

４ 愛知県福祉局高齢福祉課長は、第１項の規定による協議を受けた場合は、その内容を審査し、補助す

る必要があると認めたときは、事前協議の結果を法人に通知する。 

なお、「介護テクノロジー導入支援事業」について、応募多数の場合は、次の事項とともに、公平性や

補助効果を考慮し、優先して採択することとする。 

（１）令和６年度に「あいち介護生産性向上総合相談センター」から介護ロボットや ICT の導入等に向け

た具体的な業務改善支援（伴走支援や試用貸出等）を受けている介護事業所 

（２）令和５年度の「愛知県介護事業所人材育成認証評価事業」で認証を受けた介護事業所 

（３）過去に「介護ロボット導入支援事業費補助金」及び「介護事業所 ICT 導入支援事業費補助金」並び

に「介護テクノロジー導入支援事業費補助金」の交付を受けていない介護事業所 

 

（申請手続） 

第６ 規則第３条の規定による申請書及び添付書類は、別紙様式２のとおりとする。 

２ 前項に定める申請書の提出期限は、別に定める。 

 

（申請の取り下げ） 

第７ 規則第７条に規定する申請の取り下げ期日は、交付決定の通知を受けた日から 30日以内とし、その

旨を記載した書面を知事に提出しなければならない。 

 

（変更交付申請） 

第８ 補助事業者は、補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更する場合、第５に定める

申請手続に従い、知事の承認を受けなければならない。ただし、交付決定を受けた補助金の額に変更

をきたさない場合における次の各号に定める変更については、この限りでない。 

 （１） 補助目的達成のための弾力的運用に伴う事業内容の変更 

 （２） 補助目的を損なわない事業計画の細部の変更 

２ 知事は、前項の承認をする場合において、必要に応じて交付決定の内容を変更し、又は条件を付する 

ことがある。 

 

（実績報告） 

第９ 規則第 13条の規定による実績報告書及びこの添付書類は、別紙様式３のとおりとする。 

２ 前項に定める実績報告の提出期限は、別に定める。 

 

（補助金の交付） 

第１０ 補助金は、補助事業の完了後交付する。ただし、知事が特別の理由があると認めたときは、その

全部又は一部を概算払により交付することができる。 

 

（補助事業の対象期間） 

第１１ 補助事業の対象期間は、各年度４月１日から始まり、翌年３月 31日に終わるものとする。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の報告） 

第１２ 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により、補助金に係る消費税に係る仕入控除税

額が確定した場合（仕入控除税額が ０円の場合を含む。）は、別紙様式４により、速やかに、遅くと

も補助事業完了日の属する年度の翌々年度６月 30日までに知事に報告しなければならない。提出部数

は１部とする。  

２ 前項の報告があった場合において、この補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には 

当該仕入控除税額を県に返還しなければならない。 



（実施細則） 

第１３ この要綱の実施に関し、必要な事項は別に定める。 

 

 

附 則（令和６年２月 15日付け５高福第3865号） 

 この要綱は、令和６年２月 15日に施行し、令和５年 11月29日から適用する。  

 なお、令和５年度愛知県地域医療介護総合確保基金「介護ロボット導入支援事業」及び「介護事業所Ｉ

ＣＴ導入支援事業」において、介護事業所から申請を受け付けた分についても本事業の申請とみなす。 

 

附 則（令和６年 11月１日付け６高福第2472号） 

この要綱は、令和６年 11月 13日に施行し、令和６年４月１日から適用する。 


